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職場の「過酷さ」をどう捉えるか
―日本の過労死等研究と政策を統合する四層モデル

過酷な労働は，過労死等，メンタルヘルス不調，事故，離職を通じて，個人の健康と組織
の持続可能性を損なう。職場の「過酷さ」は，長時間労働やハラスメントなど個別要因の
有無として断片的に理解されがちであり，負荷の重なり，回復可能性，制度実装との接点
は十分に整理されていない。本稿は，日本の過労死等研究と関連政策を統合的に概観し，
職場の過酷さを再定義することを目的とする。事案研究，コホート研究，介入研究，実装
研究を通覧すると，過酷さは，ばく露，認知的評価，回復・資源，帰結の四層が連鎖する
過程として把握できる。事案研究は複合負荷による悪化を，コホート研究は反復ばく露と
回復不足の広がりを，介入研究は勤務間インターバルや休息設計の改善可能性を，実装研
究は小規模事業場，責任分散，多様な働き方における制度的断絶を示してきた。さらに，
運輸業・郵便業では，時間編成，建設業では是正権限の分散，医療・福祉では，情動要求
と患者・利用者からの暴力・ハラスメントが，主要な過酷さの増幅要因であった。この四
層モデルは，各層の相対的寄与や因果関係を定量的に確定するものではないが，身体的負
荷と心理社会的負荷を一連の異なる局面として統合し，一次・二次・三次予防としての制
度実装を接続する概念地図として有用である。
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Ⅰ　はじめに―問題設定と本稿の立場

　過酷な労働は，過労死等，メンタルヘルス不調，
事故，離職を通じて，個人の健康と組織の持続可
能性を損なう重要な問題である。一例として，脳

血管疾患または心臓疾患による死亡，強い心理的
負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡
及び脳血管疾患・心臓疾患・精神障害そのもので
ある過労死等に関する労災認定は，2010～2020 年
度に脳・心臓疾患 2928 件，精神障害 5099 件に達
している（Kiuchi, Yoshikawa and Takahashi 2023）。
職場の「過酷さ」は，一部の例外的事案ではな
く，労働政策と産業保健の中核課題として扱う必
要がある。職場の過酷さは，長時間労働，ハラス
メント，危険作業のような個別のリスク要因とし
て理解されがちであるが，本来は，負荷の重な
り，回復可能性，制度との接点を踏まえて，統合
的に理解することが重要だろう。
　既存研究と政策は，問題の射程をすでに広げて
きた。過労死等の防止のための対策に関する大綱

（労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所研究員）
木内　敬太

特集●過酷な労働を取り巻く諸問題
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（厚生労働省（2024a），以下，大綱という）と第 14 次
労働災害防止計画（厚生労働省（2023），以下，第 14
次防という）は，長時間労働だけでなく，勤務間
インターバル，不規則勤務，心理的・身体的負
荷，産業保健，業種別対策までを視野に入れてい
る。また，日本の過労死等研究も，脳・心臓疾
患，精神障害，自殺関連事案を通じて，時間的圧
迫，情動要求，対人葛藤，危険作業，回復不足，
相談のしにくさが重なりうることを示してきた。
しかし，異質な要求がどのような連鎖を通じて

「過酷さ」として経験され，どこに介入点がある
のかを，一つの枠組みで示す視点はなお十分に整
理されていない。
　本稿の目的は，日本の過労死等研究と主要政策
を総じて考えたとき，職場の過酷さをどのような
過程モデルとして理解できるかを明らかにするこ
とである。この問いに答えるため，本稿は代表的
研究群と主要政策を横断的に概観し，職場の過酷
さを，ばく露，認知的評価，回復・資源，帰結 
の四層が連鎖する過程として捉える概念枠組みを
提示する。本稿の立場は，身体的負荷や心理社会
的負荷を別個の問題として列挙するのではなく，
同じ連鎖の異なる局面として位置づけ直す点にあ
る。実践的意義は，一次・二次・三次予防がどの
層に作用し，制度的な橋渡しがどこで滞るのかを
可視化する点にある。
　ただし，本稿は体系的レビューやメタアナリシ
スではなく，代表的研究群と主要政策をつなぐナ
ラティブレビューである。したがって，提示する
四層モデルは，各層の相対的寄与や因果強度を定
量的に確定するものではない。ここでいう狭義の

「過酷さ」とは，ばく露が危険・苦痛・不公正と
して評価され，しかも回復・資源による緩衝が不
十分な状態を指し，健康障害，事故，離職などの
帰結をその下流に位置づける。以下では，Ⅱで理
論的基盤を示し，Ⅲで日本の過労死等研究を四つ
の知見群として読み直し，Ⅳで業種差を比較し，
Ⅴで制度的介入点を整理し，Ⅵで実装上のボトル
ネックを検討し，Ⅶで含意と限界をまとめる。

Ⅱ　過酷さを四層で捉える理論的基盤

　四層モデルの理論的背骨は，Job Demands-
Resources（JD-R，仕事の要求-資源）モデルであ
る。JD-R の利点は，物理的危険，時間的圧力，
情動要求，対人葛藤のような異質な 要求 と，裁
量，支援，予見可能性，回復機会のような 資源 
を単一の枠組みで扱える点にある（Demerouti et 
al. 2001；Bakker and Demerouti 2017）。この特徴
により，身体的負荷と心理社会的負荷を別々の問
題として列挙するのではなく，同じ仕事過程のな
かでどのように重なり，どこで増幅しうるかを捉
えやすくなる。
　ただし，JD-R だけでは，同じ要求がなぜ人や
職場によって異なる重さで経験されるのかを十分
には説明できない。そこで本稿は，認知的評価研
究を用いて，ばく露が危険・苦痛・不公正として
どのように意味づけられるかを捉える（Lazarus 
and Folkman 1984）。さらに，回復研究を用いて，
睡眠，休息，心理的ディタッチメント（仕事以外
の時間に仕事から距離をとること）の確保が，負荷
を一過性で終わらせるのか，それとも蓄積させる
かを説明する（Sonnentag and Fritz 2007）。加え
て，要求度-コントロール-支援モデルと努力-報
酬不均衡モデルは，裁量，支援，公正といった資
源の内容を具体化し（Karasek 1979；Johnson and 
Hall 1988；Siegrist 1996），心理的安全性は要求を
報告可能なものとして経験できる条件を補足する

（Edmondson 1999）。これらの理論は JD-R に代わ
るものではなく，要求が負担へ変わる媒介過程と
緩衝条件を明確にする補助線として機能する。
　この補助線を組み込むことで，本稿は職場の過
酷さを四層からなる連鎖として整理する（図）。
第一層の ばく露 は，労働者が直面する要求や有
害要因である。第二層の 認知的評価 は，それら
が危険，苦痛，不公正，対処可能性の低いものと
してどう解釈されるかを指す。第三層の 回復・
資源 は，負荷を緩衝しうる睡眠，休息，支援，
裁量，相談可能性などの条件を含む。第四層の 
帰結 は，健康障害，欠勤，事故，離職意向のよ
うに，前の三層の不利な配置が持続・悪化したと
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きに現れうる結果である。この意味で，狭義の
「過酷さ」は帰結それ自体ではなく，前の三層が
不利に組み合わさった状態として把握される。
　この四層モデルの意義は，どの要求が存在する
かだけでなく，それがどの条件のもとで負担化
し，どこで増幅され，どこで緩衝されるのかを同
じ論理の上で追える点にある。四層は固定的な箱
ではなく分析上の配置であるため，心理的安全性
や職場規範は認知的評価にも資源にも関わりうる
し，相談体制や産業保健サービスは制度であると
同時に利用可能な資源でもある。この整理によっ
て，身体的負荷と心理社会的負荷を一つの連鎖と
して捉え直すとともに，一次・二次・三次予防が
どこに作用しうるかも見通しやすくなる。

Ⅲ�　日本の過労死等研究は何を示してき
たか―事案・コホート・介入・実装の知見

　大綱に実施が明記されている日本の過労死等研
究は，単に危険要因の一覧を示してきたのではな
く，過酷さの連鎖がどこで極端化し，どのように
一般集団へ分布し，どこを変えれば弱められ，な
ぜ制度実装で行き詰まりやすいのかを段階的に示
してきた。四層モデルに引きつければ，事案研究
は負荷の重なりと時間軸を，コホート研究は反復
ばく露の分布を，介入研究は回復条件の可変性

を，実装研究は制度が機能する条件を照らしてき
た。ここでは，それぞれの研究群をつなぐことで
見えてくる過程に着目する。
　まず事案研究が最も明確に示してきたのは，過
酷さが単一の強い要求ではなく，複数の要素の重
なりとして極端化するという点である。認定件数
や認定率は申請行動や認定基準の影響を受けるた
め，単純に出来事の発生を反映しているとはみな
せないが，どの産業・職業でどのような負荷の組
合せが現れやすいかを読むうえではなお重要であ
る。脳・心臓疾患事案では長時間労働による負荷
が中心であるが，精神障害事案では長時間労働�
に対人葛藤，事故・災害，ハラスメントが重な�
りやすい（Kiuchi, Yoshikawa and Takahashi 2023；
Takahashi 2019）。さらに，自殺関連事案では慢性
的な超長時間労働だけでなく，発症直前の残業急
増や心理社会的出来事の累積が重要であり，若年
事案では職場規範が負荷を見えにくくしていた

（Yamauchi et al. 2018；高見 2019；吉川 2021）。こ
の知見は，精神障害リスクを理解するには，固定
的な月間閾値だけでなく，要求の変化速度と心理
社会的出来事の重なりを見る必要があることを示
している。
　次にコホート研究が示してきたのは，この連鎖
が極端事例に限られず，一般の働き方のなかに広
く分布しているという点である。JNIOSH コホー

注：�四層は相互排他的な分類ではなく，主たる作用点に基づく分析上の配置である。心理的安全性や職場規範，相談体制や産業保健サービスのよ
うに複数層にまたがる要素もある。制度的介入は過程全体に作用し，一次予防は主としてばく露の発生と仕事・勤務の設計に，二次予防は認
知的評価と回復・資源の早期悪化への対応に，三次予防は補償，職場復帰支援，再発防止に対応する。

図　過酷さの四層モデル

ばく露

長時間労働／連続勤務／
短い勤務間インターバル／
心理的・身体的負荷／
過酷な作業環境／事故・災害／
ハラスメント／顧客の迷惑行為

認知的評価

危険・苦痛・不公正の認識／
職場規範／対処可能性／
裁量・支援・承認の認知／
心理的安全性／相談しやすさ

回復・資源

睡眠／休息／勤務間インターバル／
心理的ディタッチメント／
上司・同僚・家族の支援／
4つのケア／裁量／予見可能性／ 
役割の明確さ

帰結

健康障害／過労／抑うつ／
脳・心臓疾患／精神障害／欠勤
ミス・事故リスク上昇／ 
離職意向／キャリア継続困難

制度

一次予防
負荷の抑制／ストレスチェック／
勤務設計／労働時間管理／
勤務間インターバル／職場環境改善

二次予防
高リスク状態の早期把握と対処
特定健診／相談窓口／
面接指導／産業保健資源の紹介

三次予防
補償／職場復帰支援／再発防止／
企業全体への改善の折り返し／
就業上の措置／治療との両立支援
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トは，企業労働者を 5～10 年追跡し，労働時間，
健康診断，職業性ストレス，生活習慣を統合して
把握している（Sato et al. 2022）。その結果，客観
的に把握された長時間労働は，その頻度を含めて
健康指標の悪化と関連しており（Ochiai et al. 
2022），短い睡眠や不十分な休息も疲労，眠気，
ストレスの悪化に結びついていた（Ikeda et al. 
2022）。つまり，過酷さは一部の極端事案だけに
現れる例外ではなく，反復ばく露と回復不足を通
じて日常的な就業のなかに分布している。
　さらに，介入研究は，過酷さが不可避な属性で
はなく，回復条件の設計によって弱めうることを
示している。勤務間の休息時間を延長する介入
は，交代勤務看護師の精神的疲弊や心理的苦痛を
低下させた（Kubo et al. 2022）。重要なのは，長
時間労働や高要求をただ観察するだけでなく，回
復の機会をどう確保するかが連鎖の強さを左右す
る可変点だと示した点である。四層モデルでいえ
ば，介入研究は 回復・資源 の再設計が 帰結 の
悪化を弱めうることを具体的に裏づけている。
　最後に実装研究が示してきたのは，知見の存在
と予防の実現は別問題であり，誰が負荷を把握
し，どの組織単位で是正し，どの支援経路につな
ぐのかが決定的だという点である。ステークホル
ダー会議では，ハイリスク者の把握，重層構造の
明確化，中小規模事業場への産業保健支援，個人
の行動変容支援，職場環境の改善が主要課題とし
て抽出された（酒井 2024a）。その後の検討では，
これらの論点を維持しつつ，精神障害対策やケア
労働への拡張可能性も示されている（酒井 2025）。

このことは，制度的介入の成否が，制度の有無だ
けでなく，負荷の把握，是正権限，支援利用を分
断なく結びつけられるかどうかに依存することを
示している。
　以上のように，日本の過労死等研究は，極端事
例の記述，一般集団への分布の把握，可変な介入
点の特定，制度実装条件の抽出へと，過酷さの連
鎖を段階的に可視化してきた。四層モデルに照ら
して考えると，事案研究が連鎖の極端形を，コ
ホート研究がその分布を，介入研究が可変点を，
実装研究が制度の機能条件を示してきたといえる。

Ⅳ　業種の特徴―共通点と業種固有の前景

　業種差は，四層モデルのどこに負荷が集中し，
どの 回復・資源 が不足しやすく，どの制度によ
る対応が有効になるかの違いとして理解できる。
前節までの四層モデルは業種横断的な枠組みだ
が，実際の職場では ばく露 の内容，認知的評価 
のされ方，回復・資源 の脆弱性，制度的介入の
しやすさが業種ごとに異なる。本節の目的は，共
通構造を確認したうえで，どの連鎖が業種ごとに
前景化するのかを比較することにある。比較対象
は，政策上重点化されてきた運輸業・郵便業，建
設業，医療・福祉を中心とする。
　表が示すように，共通しているのは，高い要求
が乏しい資源と不十分な回復に重なったときに過
酷さが深まるという点である。他方で，運輸業・
郵便業では時間編成が，建設業では是正権限の分
散が，医療・福祉では情動要求と外部からの対人

表　業種別にみた職場の過酷さの典型像

業種 主な要求 不足しがちな
回復・資源要因 想定される帰結 主要な制度

運輸業・郵便業
長い拘束時間，短い勤務間
インターバル，早い出庫時
刻，連続運転，安全責任

睡眠・休息，勤務間イン
ターバル，予見可能な勤務
スケジュール，健康管理

疲労，眠気，脳・心臓疾患
リスクの上昇

拘束時間管理，勤務間イン
ターバルの確保，出庫時
刻・夜勤配置・運行管理の
再設計

建設業
危険作業，工期圧力，多層
下請構造，複数事業者が混
在する現場，長時間労働

明確な是正権限，心理的安
全性，現場コミュニケー
ション，睡眠・休息

事故・災害リスク，疲労の
見逃し，心理的負荷の蓄積

元請・下請をまたぐ是正
ルートの明確化，情報共
有，産業保健支援

医療・福祉
長時間労働，高い情動要
求，患者・利用者対応，患
者・利用者による暴力・ハ
ラスメント

回復を守る勤務設計，相談
体制，暴力予防体制，同
僚・管理職の支援

燃え尽き，精神障害リスク
の上昇，離職意向

勤務設計の是正，患者・利
用者による暴力・ハラスメ
ントへの対応，相談と早期
把握

注：�この表は，主な要求，不足しがちな回復・資源，想定される帰結，主要な制度という観点から業種差を比較するものである。各要素は相互
排他的ではなく，主たる作用点に基づいて配置している。たとえば，相談体制は制度であると同時に利用可能な資源としても働きうる。ま
た，ここで示すのは各業種の典型像であり，個別事業場や各業種の多様性を否定するものではない。
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リスクが，それぞれ連鎖の起点として前景化しや
すい。以下では，この差異がどのような制度的含
意を持つのかを業種ごとに確認する。

１　運輸業・郵便業―時間編成が回復と安全を
同時に侵食

　運輸業・郵便業で前景化するのは，仕事量その
ものより，時間編成が 回復・資源 を侵食し，そ
のまま安全リスクへつながる連鎖である。長い拘
束時間，短い勤務間インターバル，早い出庫時
刻，連続運転が重なると，負荷は単なる労働時間
の長さではなく，睡眠と休息の侵食として経験さ
れ る（Kiuchi, Yoshikawa and Takahashi 2023； 松
元 2019）。この業種では，安全責任の重さが高い
要求として存在するだけでなく，回復不足がその
まま事故リスクや脳・心臓疾患リスクの上昇に結
びつきやすい点が重要である。このため制度的焦
点は，時間外労働の総量管理だけでなく，勤務間
インターバル，出庫時刻，夜勤配置，運行管理の
再設計に置かれる。
　この点は，「自動車運転従事者調査」が示すよ
うに，事故経験と待機時間の賃金支払いのばらつ
きが無関係ではないことからも理解しやすい（労
働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ 
2025d）。待機，拘束，実作業の境界が曖昧なまま
では，何が負荷であり，どこで回復が侵食されて
いるのかが見えにくくなる。要するに，運輸業・
郵便業の過酷さは，実労働時間の長さだけではな
く，拘束時間，待機時間，賃金設計を含む時間編
成全体の問題として把握する必要がある。

２　建設業―危険作業よりも「是正困難」が過
酷さを固定化

　建設業で前景化するのは，危険作業そのものよ
り，それが多層下請構造と分散した是正権限のも
とで増幅されやすいという点である。工期圧力や
複数事業者が混在する現場では，危険や負荷の発
生源と，それを是正できる主体が一致しないた
め，明確な是正ルート，現場コミュニケーショ
ン，心理的安全性が不足しやすい（酒井 2024b；
西村 2025）。この業種で問題となるのは，危険な 
ばく露 が存在することだけではなく，それが報

告可能で是正可能な問題として扱われにくいこと
である。このため制度的焦点は，注意喚起の強化
よりも，元請・下請をまたぐ情報共有，責任主体
の明確化，報告可能性の確保に置かれる。
　建設業と情報通信業のヒアリングでも，顧客都
合の納期，仕様変更，悪天候，資材遅延，他社の
ミスなど，個々の事業者が単独では制御しにくい
外的要因が所定外労働の原因として挙げられてい
た（労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グ
ループ 2023）。この知見が示すのは，負荷の発生
源と是正権限がずれるとき，一次予防だけでな
く，負荷を申告して支援につなぐ二次予防の経路
も機能しにくくなるという点である。建設業の過
酷さは，危険作業の有無だけでなく，責任の分散
によって負荷が固定化されやすいことに特徴が
ある。

３　医療・福祉―情動要求に外部からの対人リ
スクが重なる

　医療・福祉で前景化するのは，高い情動要求に
患者・利用者対応や暴力・ハラスメントが重な
り，外部からの対人リスクがケア労働を増幅する
連鎖である。ここで不足しやすいのは，回復を守
る勤務設計，相談体制，暴力予防体制，同僚・管
理職の支援である（厚生労働省 2021b, 2022a；吉川 
2025）。この業種では，長時間労働だけでなく，

「感情を管理しながら応答し続けること」自体が
主要な ばく露 であり，そこに患者・利用者から
の暴力・ハラスメントが加わると，負荷は外部由
来であるにもかかわらず個人の対処能力の問題へ
還元されやすい。ここでの制度的焦点は，勤務設
計の是正と，患者・利用者による暴力・ハラスメ
ントを「仕事の一部」として容認しないこと，相
談・予防体制の整備に置かれる。
　同じ構造は，外食産業にも別の形で現れる。重
点業種調査では，店長は経費上昇や業績悪化の圧
力を，店舗従業員は欠勤者の穴埋め，顧客からの
苦情，ワンオペ体制の影響を強く受けていた（労
働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ 
2025c）。このことは，サービスとケアの領域で
は，人員不足，顧客・利用者対応，外部からの暴
力・ハラスメントが，長時間労働や情動要求と結



9

論　文　職場の「過酷さ」をどう捉えるか

No. 792/July 2026

びつきながら，相談しにくさと回復不足を同時に
強めやすいことを示している。
　以上の比較から明らかなのは，業種差が「過酷
さがあるかないか」の違いではなく，四層モデル
のどこに負荷が集中し，どの連鎖が増幅されやす
く，どの制度による対応が優先されるかの違いと
して現れるという点である。運輸業・郵便業では
時間編成と回復保護，建設業では是正権限の明確
化と報告可能性，医療・福祉では情動要求に外部
リスクが重なるなかでの勤務設計と相談・予防体
制が前景化する。重要なのは，どの業種でどの要
求がどの資源不足と結びつき，どこで制度的介入
を入れるべきかといった，業種ごとの特徴に着目
することだろう。

Ⅴ�　制度による対応―一次予防・二次予
防・三次予防

　制度は，過酷さの連鎖のどこを止めるのかを定
める時間的配置として理解することができる。こ
こでいう「制度」には，法令や行政指針のような
規範層だけでなく，職場の相談体制，産業保健
サービス，職場復帰支援のような運用層も含まれ
る。四層モデルに即して言えば，一次予防は主と
して ばく露 の発生と仕事設計に，二次予防は 認
知的評価 と 回復・資源 の悪化の早期把握に，三
次予防は 帰結 の固定化防止と組織的学習に対応
する。
　主要な法的支柱は，予防措置を求める労働安全
衛生法，個別具体的な安全配慮を求める安全配慮
義務，補償と社会復帰支援を担う労災保険である

（労働安全衛生法 2025；厚生労働省 2024b；労働者災
害補償保険法 2026）。制度の評価を適切に行うた
めには，制度が存在するかどうかではなく，それ
が連鎖のどこに届き，次の段階への悪化をどこま
で防げるかを問うことが重要である。

１　一次予防―過酷さを生みにくい仕事と職場
をつくる

　一次予防の核心は，労働者に適応を求める前
に，過酷さを生みやすい仕事と勤務の設計そのも
のを変えることにある。大綱と第 14 次防は，長

時間労働の是正，勤務設計の改善，メンタルヘル
ス対策，ハラスメント予防，産業保健活動を通じ
て，要求そのものの発生を抑えることを重視して
いる（厚生労働省 2023, 2024a）。ストレスチェック
制度も，この段階では高ストレス者の選別より，
労働者自身の気付きと集団分析を通じた職場環境
改善に主眼がある（厚生労働省 2021a）。四層モデ
ルでいえば，一次予防は ばく露 の総量や配置を
変え，負荷が不利な認知的評価や回復不足へ進ま
ないようにする制度配置である。
　その前提になるのが，要求を見える化する実装
基盤である。客観的な労働時間把握が弱い事業場
ほど長時間労働を見逃しやすいことからも分かる
ように，時間を測る仕組みは管理監督の道具であ
るだけでなく，職場設計を修正可能にする一次予
防の前提でもある（厚生労働省 2017；高田ほか 
2025）。3587 事業場の回答を分析した調査では，
約 2 割の事業場が客観的な労働時間把握方法を用
いておらず，この弱さは 10～29 人規模の事業場
でとくに顕著であった（高田ほか 2025）。また，客
観的把握の割合が高い事業場ほど，80～100 時間
の時間外労働を行う労働者が少ない可能性が示さ
れた。製造業，卸売業，小売業の労働者を対象と
した別の調査でも，労働時間把握の正確性に関す
る認識と把握方法への満足感が，心理社会的適応
と労働生産性に関連していた（高田・佐々木・高
橋 2026）。これらの知見は，一次予防の成否が，
理念の有無ではなく，要求を測り，設計を修正で
きる基盤に依存することを示している。

2　二次予防―不調と高リスクを支援利用へつなぐ

　二次予防の核心は，不調の兆候や高リスク状態
を個人の自己責任として埋もれさせず，支援利用
へつなぐ仕組みをつくることにある。必要なの
は，労働者自身の気付き，管理監督者の日常的な
気付き，産業保健スタッフによる保健指導や健康
相談，必要に応じた面接指導が一連の対応として
機能することである（厚生労働省 2024a, 2025）。四
層モデルでいえば，二次予防は，不利な 認知的
評価 と 回復・資源 の悪化が固定化する前に，そ
れを相談，受診，就業上の措置へ結びつける制度
配置である。
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　ただし，この段階は制度が最も行き届きにく
い。面接指導の申出がしやすい環境，プライバ
シーに配慮した相談体制，上司や同僚が不調の兆
候に気づいて産業保健スタッフへつなぐ経路がな
ければ，高リスク者は放置されやすい（厚生労働
省 2021a, 2024a）。第 14 次防も，労働者数 50 人未
満の事業場ではメンタルヘルス対策の取組率が
30～49 人規模で 70.7％，10～29 人規模で 49.6％
にとどまり，取り組めない理由として「取り組み
方が分からない」「専門スタッフがいない」が上
位にあることを示している（厚生労働省 2023）。
この知見が示すのは，二次予防の核心的課題が制
度名の有無ではなく，発見を援助要請と支援利用
へ変換できるかどうかにあるという点である。
　ストレスチェック制度は主として一次予防を目
的とするが，高ストレス者を把握して医師による
面接指導につなげる点では二次予防と重なる側面
も持つ。ゆえに，二次予防で問われるのは，不調
を「見つけること」それ自体ではなく，見つかっ
た不調を安心して申告でき，管理監督者と産業保
健スタッフが相談，受診，就業上の措置へ導ける
かどうかである。とくに中小規模事業場では，産
業保健総合支援センター等の事業場外資源を含め
てこの経路を補う必要がある。

３　三次予防―補償・再発防止，組織学習での
活用

　三次予防の核心は，健康障害や労災が発生した
後の対応を，補償だけで終わらせず，再発防止と
職場復帰支援を通じて組織的学習へ戻すことにあ
る。大綱が，過労死等を発生させた企業に全社的
な再発防止対策や改善計画を求めるのはそのため
といえ（厚生労働省 2024a），「職場における心の健
康づくり」指針が職場復帰支援を三次予防に位置
づけるのも同じ発想といえる（厚生労働省 2025）。
四層モデルでいえば，三次予防は 帰結 が生じた
後に，その固定化を防ぐだけでなく，そこから一
次予防と二次予防へ知見を還流させる役割を持つ。
　ここで重要なのは，一次予防・二次予防・三次
予防を統合的に捉え，どの段階で連鎖を断ち切
り，どこで組織的学習へ戻せるかを問うことであ
る。制度が補償にとどまり，再発防止や職場復帰

支援と切り離されるなら，過酷さの連鎖は事後的
に確認されるだけで終わる。逆に，補償，復帰支
援，改善計画が連動すれば，三次予防は最終段階
であると同時に，制度全体を更新する起点にも
なる。

Ⅵ�　過酷さが持続する理由―実装の三つ
のボトルネック

　制度が存在しても過酷さが持続する主因は，制
度の不在それ自体よりも，負荷の発生，気付き，
是正権限，支援利用が分断されていることにあ
る。制度的配置の地図を描けても，制度が存在す
るという事実だけで職場の過酷さが低下するわけ
ではない。一次予防・二次予防・三次予防は，ば
く露，気付き，権限，支援 がかみ合ったときに
はじめて連鎖を止められる。以下では，このずれ
がどこで生じるのかを三つのボトルネックとして
整理する。

１　小規模事業場では制度を回す基盤が弱い

　第一のボトルネックは，小規模事業場では制度
を作動させる実装基盤そのものが弱いことであ
る。問題は，制度の適用範囲が狭いことだけでは
なく，労働時間の把握，相談窓口の設置，外部資
源の活用といった基盤が脆弱なため，負荷の把握
から支援利用までを切れ目なくつなぎにくい点に
ある。事業場調査では，相談窓口，勤務間イン
ターバル制度，ストレスチェックの整備が小規模
ほど弱く，客観的な労働時間把握も不十分であっ
た（厚生労働省 2023；労働安全衛生総合研究所社会
労働衛生研究グループ 2025b；高田ほか 2025）。令和
6 年度の事業場調査でも，73.6％の事業場にハラ
スメント相談窓口がなく，75.6％の事業場は勤務
間インターバル制度を導入しておらず，ストレス
チェックを実施済みまたは実施予定とした割合も
従業員 10 人未満では 21.7％，50 人以上では 85.8％
であった（労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研
究グループ 2025b）。こうした差は，制度の有無よ
りも，それを運用する基盤の薄さを示している。
　この問題は，制度利用のしにくさとしても現れ
る。就業者 2 万人調査では，週 60 時間以上働く
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群で心理的安全性が低いと答えた割合が 17.2％
と，週 20～40 時間群の 11.0％より高く，パワー
ハラスメント経験率も 26.3％と高かった（労働安
全 衛 生 総 合 研 究 所 社 会 労 働 衛 生 研 究 グ ル ー プ 
2025a）。この結果は小規模事業場に限るものでは
ないが，労働時間管理の弱さ，相談しにくさ，対
人的負荷が重なると，制度の利用可能性そのもの
が損なわれやすいことを示唆している。つまり小
規模事業場で問われるのは，制度の導入義務の有
無だけではなく，測定，相談，外部資源の活用と
いう最小限の実装基盤をどう補うかである。

２　組織境界をまたぐ負荷では責任主体が分散する

　第二のボトルネックは，組織境界をまたぐ負荷
に対して是正責任が分散しやすいことである。建
設業では，工程や発注構造から生じる負担が現場
へ転嫁されやすく，その結果，負荷の発生源，意
思決定権限，是正責任主体がずれやすい（酒井 
2024b）。顧客による暴力・ハラスメントでも同じ
問題が生じる。負荷の発生源が組織外にあり，し
かも申告しても改善が期待できないと感じられる
とき，制度利用そのものが進みにくくなる（厚生
労働省 2022a；吉川 2025）。カスタマーハラスメン
トに関する実態調査でも，顧客対応の現場では，
相談しても状況が変わらないという予期が制度利
用を阻害しやすいことが示されている（PwC コン
サルティング合同会社 2024）。ここで問われるのは
制度の有無ではなく，声を上げた後に実際に改善
が起こるという信頼であり，そのためには多主体
構造や組織外リスクを含む場面で，是正ルートと
責任主体を明確化することが実装の前提になる。

３　多様な働き方が負荷と回復の把握単位を揺らす

　第三のボトルネックは，多様な働き方と「常時
接続」の広がりによって，負荷を測り，回復を守
る単位そのものが曖昧になっていることである。
副業・兼業では労働時間通算と安全配慮義務が本
人申告と事業場間の緩やかな情報共有に依存しや
すく（厚生労働省 2022b），フリーランスでは就業
環境整備が進んでも健康管理や救済への足掛かり
はなお弱い（公正取引委員会・中小企業庁・厚生労
働省 2026）。さらに，勤務時間外でも仕事から切

り離されにくい働き方は，回復の前提である心理
的ディタッチメントを阻害する（Sonnentag and 
Fritz 2007）。ここで曖昧になるのは，何が労働時
間で，どこで回復が阻害され，誰がそれを把握し
て是正するのかという制度の把握単位である。要
するに，問題は，単に新しい働き方に制度が追い
ついていないことではなく，何を労働時間とみな
し，どの負荷を誰が把握し，どの単位で回復を守
るのかという制度の基本単位そのものが揺らいで
いることにある。
　以上を総合すると，制度実装のボトルネック
は，制度の不在よりも，負荷，気付き，権限，支
援を切れ目なく結びつけにくいことにある。今後
の課題は，第一に小規模事業場に対する実装支援
の強化，第二に多主体構造の下での責任ルートの
明確化，第三に雇用内外をまたぐ働き方でも負荷
と回復を把握できる仕組みの整備である。

Ⅶ　おわりに―この概念地図が示すもの

　本稿の中心命題は，職場の過酷さを長時間労働
や個別のリスク要因の強さとしてだけではなく，
ばく露，認知的評価，回復・資源，帰結 が連鎖
する過程として捉える必要があるという点であ
る。重要なのは，同じ要求でも，それがどのよう
に意味づけられ，どの程度回復が守られ，どこで
制度的介入につながるかによって，過酷さの経験
と帰結が異なることである。この意味で四層モデ
ルは，身体的負荷や心理社会的負荷を別々の問題
ではなく，同じ連鎖の異なる局面として理解する
視点を提供する。
　本稿の理論的貢献は，日本の過労死等研究，業
種別の知見，制度的対応，実装上のボトルネック
を一つの概念地図の上で結び合わせた点にある。
この地図が与えるのは，どの業種・働き方でどの
連鎖が前景化し，どこで制度が機能しにくくなる
のかを問う比較軸である。ここでの実践的含意と
して重要なのは，一次・二次・三次予防を切り分
けて並べることではなく，負荷，気付き，権限，
支援が連動して機能する条件をどこで整えるべき
かを見極めることである。
　他方で，本稿は体系的文献検索を伴わないナラ
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